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} have proven to have actually delivered

the products concerned

~ not be under suspension of nomination

by Director General of Kyushu Regional

Development Bureau from time-limit for

the tender to Bid Opening

b Time-limit for submission of certificate :

17 : 00 17 Sepember, 2013

c Time-limit for tender : 12 : 00 9 October,

2013

d Contact point for the notice : Yukinori

Shirahama Purchase Section, Contract Di-

vision, General Affairs Department,

Kyushu Regional development Bureau, Mi-

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism, 2`10`7, Hakataekihigashi,

Hakata-ku, Fukuoka-shi, Fukuoka-ken,

812`0013 Japan. TEL 092`471`6331 ex.

2538

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年８月 14日
支出負担行為担当官
環境省大臣官房会計課長 小川 晃範

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 13

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名
平成25年度東日本大震災により生じた対策
地域内廃棄物の国直轄処理業務（南相馬市小
沢）における災害廃棄物仮置場整備工事

^ 工事場所
福島県南相馬市原町区小沢地区（詳細は特
記仕様書による。）

_ 工事内容 災害廃棄物仮置場整備工事
` 工事期間
契約締結日から平成26年３月31日

a 工事種目 土木一式工事
２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71

条の規定に該当しない者であること。
] 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、環境省大臣官房会計課長から「工
事請負契約等に係る指名停止等措置要領につ
いて」（平成13年１月６日環境会第９号）に基
づく指名停止を受けていない者であること。

a 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に配置できること。
{ １級土木施工管理技士、または同等以上
の資格を有する者であること。

| 上記{の監理技術者にあっては、監理技
術者資格者証及び監理技術者講習修了証を
有する者又はこれに準ずる者であること。

} 上記２`の工事の施工実績を有するこ
と。

b 本工事に係る設計業務等の受託者又は当該
受託者と資本もしくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。

c 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者すべてが共同企業体の代表者以
外の構成員である場合を除く。）。

d 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、環境省発注工事等から排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札手続等
\ 担当部局
環境省大臣官房会計課契約係 東京都千代
田区霞が関１`２`２（中央合同庁舎第５号
館24階） 電話03`3581`3351（内線6038）

] 入札説明書の交付
環境省ホームページの「調達情報」＞「２．
入札公告一覧（工事）」より必要な件名を選択
し、「入札公告」の下段に入札説明書のファイ
ルが添付されているので、ダウンロードして
入手すること。
http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/

index_nyusatsu_koji.html

^ 入札説明会
開催しない。但し、現地見学会（任意参加）
を実施する。（詳細は入札説明書による。）

_ 競争参加資格申請書の提出期限、場所、方
法
平成25年８月30日17時まで
提出先 ３\に同じ
方法 持参又は郵送による。ただし、郵送
の場合には配達記録が残るものに限る（〆切
期限必着）

` 入札の日時及び場所並びに入札書の提出
入札書は、電子入札システムにより提出す
ること。但し、電子入札システムによりがた
い場合には、発注者に申し出た場合に限り紙
により持参又は郵送すること。
１）電子入札システムによる入札書提出期限
は、平成25年９月18日12時00分
２）持参による入札書提出期限は、平成25年
９月18日12時00分
３）郵送による入札書提出期限は、平成25年
９月18日12時00分
ただし、郵送の場合には配達記録が残る
ものに限る（提出期限必着）
４）持参又は郵送の場合の入札書提出場所
環境省大臣官房会計課契約係（東京都千
代田区霞が関１`２`２中央合同庁舎24

階）
a 開札の日時及び場所
平成25年９月19日13時30分 環境省第４会

議室 東京都千代田区霞が関１`２`２（中
央合同庁舎第５号館23階）

b 問い合わせ先 上記３\に同じ。

` 配置予定技術者の確認
落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置
予定の監理技術者等の専任制違反の事実が確
認された場合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものとし
て承認された場合の外は、申請書の差替えは
認められない。

a 専任の監理技術者の配置が義務づけられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に監理技術者と同一の資格（工
事経験を除く。）を満たす技術者の配置を求め
ることがある（入札説明書参照）。

b 手続における交渉の有無 無
c 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負相手方との随意契約によ
り締結する予定の有無 無

d 契約書作成の要否 要
e 関連情報を入手するための照合窓口
上記３\に同じ。

Ĉ 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加
上記２_に掲げる一般競争参加資格の認定
を受けていない者も上記３_により申請書及
び資料を提出することができるが、競争に参
加するためには、入札書の提出期限の前日に
おいて、当該資格の認定を受け、かつ、競争
参加資格の確認を受けていなければならな
い。

D̂ 詳細は入札説明書による。

４ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金。
{ 入札保証金 免除。
| 契約保証金 免除。ただし、公共工事履
行保証証券、又は履行保証保険契約に係る
保証を付すものとする。この場合の保証金
額は、請負代金の10分の１以上とする。

^ 入札の無効
本公告に示した競争参加資格のない者のし
た入札及び入札に関する条件に違反した入札
は無効とする。

_ 落札者の決定方法
予決令第79条の規定に基づいて作成された
予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て有効な入札を行った者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格によっ
ては、その者により当該契約の内容に適合し
た履行がなされないおそれがあると認められ

たとき、又はその者と契約を締結することが
公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって著しく不適当であると認められたとき
は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち最低の価格をもって入
札した者を落札者とすることがある。

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Akinori Ogawa, the Ob-

ligating Officer, Director of Budget and Ac-

counts Division, Ministry of the Environ-

ment.

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the Contract : Con-

struction work of temporary storage site at

Kozawa area, Minamisoma city

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 17 : 00 30 August 2013

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。

_ 平成25・26年度環境省一般競争（指名競争）
入札参加資格のうち、「土木工事」（東北ブロッ
ク）において、開札時までに、「Ａ」又は「Ｂ」
等級に格付されている者であること。

` 平成14年度以降に、元請として完成・引渡
しが完了した下記の要件を満たす同種工事等
の施工実績を有すること。（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率20％以上の場合
のものに限る。また、施工実績は施工中のも
のを除く。）
{ ３ha程度以上の造成を伴う工事。
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